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「価格交渉促進月間」の実施について 

 平素より、下請取引の適正化及び下請中小企業の振興に多大なる御尽力をい

ただき、誠にありがとうございます。 

 中小企業庁では、かねてより発注側企業と受注側企業との取引適正化に向け

た取組を行っております。 

 中小企業庁の下請Ｇメンによるヒアリング調査などによれば、依然として発

注側企業から一方的な原価低減要請が行われているほか、労務費や原材料価格

が上昇している受注側企業が、発注側企業に対して価格交渉を申し込むことす

ら難しい実態が存在しております。

このため、最低賃金の改定を含む労務費や原材料費等の上昇などが下請価格

に適切に反映されることを促すべく、本年９月を「価格交渉促進月間」に設定

することが、令和３年８月２５日に首相官邸で開催された「中小企業等の活力

向上に関するワーキンググループ」において関係省庁間で合意されました。 

中小企業庁では、これに基づき、発注側企業と受注側企業との間の価格交渉

を促進するための各種施策を行ってまいります。

 貴団体におかれましては、下記の点について各会員企業に周知いただけます

よう、御協力をお願い申し上げます。 

記 

 中小企業庁においては、９月の「価格交渉促進月間」終了後に、下記のフォロ

ーアップを実施してまいります。

１）受注側企業への状況調査

10月以降、受注側企業に対し、発注側企業との価格交渉の状況について、



下請 Gメンによる重点的なヒアリング（２千社程度）や、アンケート調査

（数万社に対して配布予定）を実施いたします。

２）調査結果の公表

上記１）の受注側企業に対する調査結果に基づき、

・先進的な取組、グッドプラクティスの公表

・アンケートの回答を数値化して集計し、公表することを検討 

・下請代金法に違反する事案については、公正取引委員会と連携して対処

 等を行ってまいります。

 その他、本月間の期間において、価格交渉や下請代金法に関する講習会、セミ

ナー等も実施してまいります。

 発注側企業におかれては、上記の中小企業庁における実施事項を踏まえ、「価

格交渉推進月間」における受注側企業からの価格交渉の要請に御対応いただけ

れば幸いです。

 今後とも、発注側企業と受注側企業の共存共栄関係の進展を目指し、適正価格

での取引の実現に益々の御協力をいただきますよう、お願い申し上げます。

以上 
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